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要旨：システム化保全計画の概念と理論に基づく生物多様性の空間情報の分析は、保全の利害関係者に様々な選択肢
を提供し、保全政策の立案・実行における意思決定を支援する。本論では、日本の生物多様性保全研究を推進する一
助として、システム化保全計画を概説した。保護区ネットワーク設計の基本概念は“CARの原則”である：包括性
（comprehensiveness）、充足性（adequacy）、代表性（representativeness）。全ての地域を保護区にするのは不可能なので、
現実の保全計画では、生物多様性のサンプル（抽出標本）を保護区として保全する。CARの原則は、母集団の生物多
様性のパターンとプロセスを、抽出標本内で再現するための概念である。システム化保全計画では、生物分布データを
利用して保全目標を定義し、保全に関わる社会経済的コスト（土地面積や保全に伴って生じる社会経済的負担）を考慮し、
保全優先地域を順位付けする。この分析は、地域間（保全計画のユニット間）の生物多様性パターンの相補性の概念に
基づいている。かけがえのなさ（代替不可能度、irreplaceability）は、保全目標の効率的達成における、ある場所や地域
の重要度を表す指標概念である。保全優先地域を特定する場合、保全上の緊急性や必要性を組み込む必要があり、代替
不可能度と脅威と脆弱性の概念を組み合わせるアプローチがある。これにより、各サイトは、プロアクテイブな事前対
策的保全地域とリアクテイブな緊急性の高い保全地域に識別される。保全計画では、様々な保全目標を保全利益に照ら
して検討することが重要である。Zonationが実装している効用関数は、メタ個体群や種数̶面積関係の概念に基づいて
空間的な保全優先地域の順位付けを可能にしており、有望である。システム化保全計画の課題の一つは、生物多様性パ
ターンを静的に仮定している点である。生物多様性を永続的に保全するため、マクロ生態学的パターンおよび種分化、
分散、絶滅、種の集合プロセスを保護区ネットワーク内部で捕捉するスキームを検討すべきだろう。システム化保全計
画は生物多様性条約の学術的基盤で、愛知ターゲット等の保全目標を達成する不可欠な分析枠組みである。今後、日本
でも実務的な保全研究の展開が期待される。
キーワード： 空間的な保全優先地域の分析、生物地理学、保護区ネットワーク、マクロ生態学、Zonationアルゴリ

ズム

Abstract: Systematic conservation planning (SCP) provides a decision-support framework for biodiversity conservation for multi-

stakeholder deliberation. The core concept for designing protected area (PA) networks is the CAR principle, which comprises 

Comprehensiveness, Adequacy, and Representativeness. This is the basis of conservation planning, involving the identification 

of potential biodiversity patterns within a PA network as sampled areas. Priority areas for implementing conservation targets 

are identified in a spatially explicit manner, based on site-selection algorithms using biodiversity features and socioeconomic 

総 説
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はじめに

　近年、生物多様性の保全政策や行動計画は、システム
化保全計画（SCP: systematic conservation planning）の枠組
みで議論されるようになった。この背景には、生物地理
学や進化生態学において、生物の空間分布、系統、機能
に関する情報が蓄積され、生物多様性に関する大規模デ
ータが利用可能になったこと、それを解析する統計数理
学的手法が整ったことがある。システム化保全計画は、
生物多様性データに加えて社会経済データを統合的に解
析する枠組みを整え、意思決定を支援する科学として発
展している。
　しかし、日本の生態学者の間では、システム化保全計
画はあまり認知されておらず（Kukkala and Moilanen 

2013）、関連した研究も少ない（Makino et al. 2013；
Nakajima et al. 2014）。従来の日本の生態学研究では、各々
のフィールド研究者が、特定の種個体群、群集や生態系
に焦点を当てて地道にデータを収集し、その解析結果に
基づいて保全策を示唆するのが一般的で、実務的な保全
政策の提案から一定の距離がある。研究者の姿勢と保全
政策の乖離は、実際に運用される保全政策を脆弱にする
恐れもある。例えば、国際環境 NGOのコンサベーション・
インターナショナルは希少種保全の観点から、日本列島
で保護する必要性が高い 232ヶ所の地域を KBA（Key 

Biodiversity Area）として選び、その半数が既存の保護区
の外にあることを指摘し、日本の保全政策の実効力に疑
問を示唆した（http://kba.conservation.or.jp/importance.html、
2017年 7月確認）。一方、日本で開催された第 10回生物
多様性条約締約国会議（COP10）では、2020年までに有
効な保護区を世界の陸域と陸水域の少なくとも 17％まで
広げるという戦略目標が設定され、生物多様性保全に有
効な保護区設定に向けた学際的かつ実務的な取り組みが、

日本の生態学者にも求められている。
　システム化保全計画の特徴は、生物多様性の保全を社
会経済的な制約も含めて検討する点にある。例えば、実
際の保護区設置では土地利用に法的規制をかけるため、
土地所有者やその土地で経済活動を行う人々との間で利
害問題を発生させる。したがって「どこに、どのような
保護区を配置するのか？」という問題を考える場合、保
護区設置に伴う利害関係を調整し、かつ、その経済的コ
ストを最小にする工夫が求められる（Naidoo et al. 2006；
Moilanen and Arponen 2011）。従来の自然保護の論争は保
護と開発の二項対立だったが、システム化保全計画では
両者のトレードオフ関係を分析し、利害関係者に様々な
選択肢を提供する。よって、システム化保全計画のアプ
ローチは価値論争を最少化し、科学的根拠に基づいた合
理的な意思決定を支援する。例えば、COP10の戦略目標
を達成するためには、多国間や国家レベルの保全政策と、
地域レベルの保全戦略を一貫して実行する必要がある。
様々な空間スケールで既存の保護区の生物多様性保全の
実効力を評価し、保護区の新設や現状の保護区の再配置
を検討する必要がある（Fuller et al. 2010）。
　今後、日本でシステム化保全計画の研究を展開するた
めには、基本概念と分析枠組みを普及させることが、第
一に重要な課題である。よって、本論では、日本の生物
多様性の保全研究を推進する一助として、生物多様性保
全研究の歴史から概説し、システム化保全計画の基本的
な概念、核心的な分析手法（生物多様性の空間情報を用
いた保全優先地域の分析等）について順を追って説明す
る。また、本論で解説する重要な項目に関する用語を一
覧化した（Box 1）。

cost layers. Site-selection algorithms have roots in the concept of complementarity, which is related to ecological/evolutionary 

distinctiveness and the spatial turnover of biodiversity features among sites. Complementarity is a conceptual attribute of site-

selection algorithms used to explore the minimum-set problem. Irreplaceability constitutes an index of conservation priority, and it 

is informative to associate the irreplaceability score with threat/vulnerability levels among sites when using a reactive conservation 

approach. Spatial prioritization of the Zonation algorithm is a promising tool for defining conservation targets recursively, and 

enables us to prioritize ranking for minimizing biodiversity loss under socioeconomic constraints. The concept of persistence 

is an important one for the future development of SCP, which currently assumes static biodiversity patterns. Incorporating 

macroecological patterns and underlying processes into the CAR principle is critical for maintaining biogeographical potential in 

conservation planning.

Keywords: spatial prioritization, biogeography, protected areas network, macroecology, Zonation algorithms
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生物多様性の保全研究の歴史

　生態学において、保護区の空間配置は古典的な応用問
題である（Primack 1993）。この研究の概念的基盤は、
MacArthur and Wilson（1967）による島の生物地理学の理
論である。彼らの理論は、ある島の生物多様性（種数）は、
大陸からの種の入植率と、島における種の絶滅率のバラ
ンス（動的平衡）で説明した。さらに、Simberloff and 

Wilson（1969, 1970）、Simberloff（1976）の野外実験にお
いて、島の地理的な特徴（大きな島、小さな島、大陸に
近接した島、大陸から遠く離れた島か）に関係した種多
様性の形成プロセスが実証された。その後、島という地
理的条件は、保護区ネットワーク（個々の保護区ユニッ
トの空間構造）のアナロジーになる。「数は少ないが面積
の大きな保護区を設置すべきか？あるいは、面積の小さ
な保護区を多数設置すべきか？」いわゆる SLOSS論争で
ある（Diamond 1975, 1976；Simberloff and Abele 1976）。
この論争自体に結論は出なかったが、1980年代以降の種
個体群スケールの保全生態学の発展に大きく貢献した
（Soulé 1986）。つまり、群集生態学的な生物多様性保全の
議論の行き詰まりが、群集を構成する個体群の保全研究
に還元されることで、希少種や絶滅危惧種の保全計画が
進展した。
　還元論的に考えると、個々の種個体群の保全がうまく
計れれば、その総体である生物多様性の損失は回避され
ることになる。しかし、1990年代以降、生物多様性の価
値やその劣化が一般的にも懸念されるようになり（Takacs 

1996；Bengtsson et al. 1997）、全体論的な保全計画が再び
議論されるようになる（Turner et al. 2007）。また、保全計
画の実行性（feasibility）の観点から、保全の社会経済的
負担も議論の対象になった。「限られたコストの下で、保
全すべき生物多様性を最大化する保護区の最適配置とは
どのようなものか？」という“ノアの箱舟問題”の登場
である（Weitzman 1998）。これにともない、生物多様性
に関する古典的な保護区設計の論争は、社会経済的な負
担と保全効果のトレードオフ関係における最適化問題と
して、システム化保全計画の枠組みで再定義され、より
実務的な研究として発展することになる（Margules and 

Sarkar 2007；Moilanen et al. 2009a；Ladle and Whittaker 

2011）。

システム化保全計画の特徴と手順

　システム化保全計画の基本的な特徴と手順は以下 6つ

である（Margules and Pressey 2000；Pressey and Bottrill 

2008）。1）保全計画で対象にする生物多様性のサロゲー
ト（代替指標）を定義し（詳細は次節参照）、種分布や生
態系機能などについて空間明示的データを収集する、2）
明確で定量的な保全目標（ターゲット）を検討する、3）
現状の保護区ネットワークが、保全目標をどの程度満た
しているのかを検証する、4）保全目標を達成するために
必要な、保護区の配置計画（保護区の新設や再配置）を
空間明示的に分析する、5）保全優先地域として特定され
た場所で、実際に適用する保全計画を検討する、6）保護
区ネットワークにおける生物多様性の永続的な維持を促
進するために、長期的モニタリングや適応的管理と併せ
て、保護区の管理メカニズムを整える。さらに最近では
以上 6つの手順に先立ち、保全計画の実行可能性に関し
て、特に社会経済的制約や合意形成の観点から、以下の
手順も要求されている（Knight et al. 2006；Pressey and 

Bottrill 2008）。1）保全の対象地域、計画者、資金、実践
方法を含めて保全計画の焦点を絞り、その負担を試算す
る。2）保全計画に関係する利害関係者を特定する。3）
保護区設定など保全計画に関する社会、経済、政策的な
側面を検討する。4）利害関係者の視点で保全目標を検討
し、保全計画の決定に関係する社会経済的データを収集
する。

生物多様性サロゲート

　様々な生物分類群の分布情報が蓄積されてきたとは言
え、生物多様性の分布パターンに関する私たちの知見は
未だ不十分である（Rocchini et al. 2011；Ladle and Hortal 

2013）。よって、生物多様性の保全計画を検討する際、分
布情報が比較的豊富な特定の分類群、保全上重要な分類
群（絶滅危惧種や象徴種など）の空間分布を指標にする
（Lawler et al. 2003；Di Minin and Moilanen 2014）。このよ
うな分類群は、生物多様性のサロゲート（surrogate：代
替指標）と定義される（Caro and O’Doherty 1999）。
　生物多様性の代替指標による分析は、保全優先地域の
特定や、その結果に基づいた保護区ネットワークの設計
に重要な役割を果たす（Lewandowski et al. 2010）。ここで
注意すべきことは、サロゲート（代替指標）とする分類
群は主観的に定義される点である（Andelman and Fagan 

2000；Rondinini and Boitani 2006）。例えば、複数の分類群
の種多様性パターン（維管束植物や脊椎動物）を比較し、
分類群間の空間パターンが一致する場合、特定の分類群
を生物多様性の代替指標として定義する有効性が支持さ
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れるだろう。しかし、種多様性パターンは分類群によっ
て異なり（Jenkins et al. 2013）、分類群特有の生物地理学
的プロセス（分散、絶滅、進化的放散、種のソーティング）
が指摘されている（Buckley and Jetz 2007；Economo et al. 

2014；Kubota et al. 2017）。したがって、サロゲート分類
群の選択やその分布データの完全性が、保全優先地域の
分析のバイアスになる可能性がある。
　生物多様性の代替指標のバイアスを緩和する手法とし
て多分類群の分析アプローチがある（Rondinini and 

Boitani 2006；Franco et al. 2009；Smith-Patten and Patten 

2015）。多分類群の種を生物多様性の代替指標することで、
幅広い栄養段階ニッチ、生態系機能、資源的価値を分析
に取り込むことができ、生物多様性のパターンとプロセ
ス、およびそれに関係するサービスを保全計画に反映さ
せることが可能である（図 1）。

保全優先地域の特定（spatial conservation 
prioritization）に関する基本概念：CARの原則

　生物多様性保全に有効な保護区の最適配置を提案する

ためには、1）生物多様性の空間分布の理解、2）生物多
様性の空間分布と既存の保護区配置の整合性の評価、 
3）様々な分類群の生物多様性を考慮した保全優先地域の
特定、などの課題に一貫して取り組む必要がある。生物
多様性の保全優先地域を特定し、保護区の配置を検討す
る た め に 重 要 な CAR の 原 則（comprehensiveness、
adequacy、representativeness）がある。これは、システム
化保全計画の基本概念である（図 2）。全ての地域の自然
を保全することは社会経済的に不可能である。よって、
私たちが生物多様性を保全する場合、保護区（protected 

areas）を設定し、生物多様性のサンプル（抽出標本）を
保全することになる。CARの原則は、母集団である生物
多様性のパターンとプロセスを、抽出標本内で再現する
ための概念である。
　充足性（adequacy）は、生態系・種個体群・群集の生
存可能性や完全性の維持に関する概念である。充足性の
概念は、保全目標の設定や目標達成度を定量化するため
の指標になる。ある保全目標の元で保全計画を構築する
場合、保護区ネットワークで捕捉された潜在的な生物多
様性パターンが将来的に維持される必要がある。

図 1．生物多様性の代替指標（サロゲート）。生物多様性の保全計画を検討する場合、あらゆる生物を分析対象
にするのは困難である。しかし、分類群によって生物多様性パターンが異なるため、サロゲート分類群に
よってサイトの保全優先順位は異なることもある。このようなバイアスを緩和するために、多分類群を生
物多様性の代替指標にするのが有効である。例えば、植物は生態系の基盤をなす分類群で、脊椎動物は食
物網におけるアンブレラ的な分類群である。したがって、これらの複数の分類群における種多様性は、潜
在的な生物多様性を、ある程度、代理的に反映すると仮定して分析を行う。
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　包括性（comprehensiveness）は、充足性（adequacy）を
包含した概念である（図2）。保護区ネットワークにおいて、
広域スケールの生物多様性パターンを捕捉することの重
要性を強調する理想的な概念として提示された。例えば、
様々な生物分類群の種組成・系統学的多様性・機能的多
様性・構造的特徴の捕捉、種の生息地や群集集合プロセ
スの捕捉も含む。一方で、包括性の概念は、なるべく多
くの種数を保全するという単純化された目標の概念とし
ても流用されてきた（Kukkala and Moilanen 2013）。
　代表性（representativeness）は、長期にわたる保全目標
を達成する上で必要とされる概念で、生物多様性のあら
ゆる側面（固有性や包括性）を含む（Margules and Pressey 

2000）。包括性の概念と類似しているが、それとは明確に
区別されており、現状の保護区ネットワークを評価する
ための指標的な概念として用いられている（図2）。例えば、
ギャップ分析では、あるサロゲート分類群のガンマ多様
性（すなわち種プールレベルの生物多様性）を代表性の
指標と定義し、現状の保護区ネットワークが、どの程度、
ガンマ多様性を捕捉しているのかを評価する（Rodrigues 

et al. 2004a, b）（Box 2参照）。つまり、保全目標の達成度
を測るための指標で、保全計画の評価や実効性のある保

全計画の立案において代表性の定義は重要な課題になる
（Kukkala and Moilanen 2013）。

保全計画の社会経済的コストに関する概念

　CARの原則に基づいて保護区の配置を検討する場合、
社会経済的コストが制約条件となる。よって、システム
化保全計画は、保護区ネットワークの効率性を強化する
ための研究枠組みとして発展してきた（Watson et al. 

2009）。効率性（efficiency）の概念は、保全のために利用
可能な土地面積やそれに関係した社会経済的コストの制
約に由来する。本来、効率性は経済学の概念で、保全優
先地域の順位付けを行う際の、保全上の費用対効果とし
て定義できる。したがって、効率的な保護区配置策を特
定するために、経済学で用いられる最適化分析が有望な
解析手法として定着した。

保全の緊急性・必要性に関する概念

　保全計画の背景となる要因は、生物多様性の消失や生
態系の破壊などである。生物多様性保全の優先地域

図 2．システム化保全計画の基本概念図。



久保田康裕・楠本聞太郎・藤沼潤一・塩野貴之

272

（priority area）の特定は、生物多様性を脅かすプロセスを
緩和する保護区ネットワークを設計することが目的であ
る。したがって、保全優先地域を分析する場合、場所や
地域の保全上の緊急性や必要性を組み込む必要がある。
それに関する概念が、脅威（threat）と脆弱性（vulnerability）
である。
　脅威の概念は、生物多様性消失の要因や種のレッドリ
スト情報などで定義される。そして、脅威レベルは、管
理ユニット間での保全計画の相対的緊急度を評価するの
に役立ち、保全優先地域の特定や順位付けにおける科学
的基準を与える。脅威は、脆弱性の概念と密接に関係し
ているが、脆弱性は生物多様性の損失リスクによって定
義される。例えば、人間社会のフットプリントなどが、
生息地消失の脆弱性の指標として用いられる（Brooks et 

al. 2006）。
　保護区ネットワークを検討する場合、社会経済的な制
約とのバランスが重要である。また、保全政策は長期的
な視点で遂行される必要があり、一連の行動計画、例えば、
緊急に保全策を適用すべき地域はどこか、事前的保全策
を適用すべき地域はどこか、などの順序やスケジュール
が重要である（赤坂・森 2012）。したがって、より緊急

性の高い保全優先地域を特定する必要がある。このため、
代替不可能度と脅威や脆弱性の概念を組み合わせるアプ
ローチがある（Brooks et al. 2006；Pressey and Bottrill 

2008）（図 3）。横軸に脆弱性や脅威、縦軸に代替不可能
度をとり、各場所のデータをグラフ上にプロットする。
グラフの右側にプロットされた場所や地域は脆弱性や脅
威が大きく、保全上差し迫った状況とみなされる。この
ような解析結果をもとに、保全優先度は、プロアクテイ
ブ（事前対策的な保全優先地域）とリアクテイブ（事後
対策的な保全優先地域）なタイプに区別される（Brooks 

et al. 2006）。あるいは、このグラフの右上にプロットさ
れる場所は“保全科学的根拠に基づく便宜主義”（informed 

opportunisms）的な保全優先地域とも言われる（Pressey 

and Bottrill 2008）（図 3）。優先地域の特定に関する議論の
背景には、保護区が経済的価値の低い地域（Loucks et al. 

2008）や、風致上の美しさなど（Joppa and Pfaff 2009）を
理由に設置されてきた現実がある。つまり、“保全科学的
根拠を伴わない便宜主義”（uninformed opportunisms）が
問題として認識されているからである（Knight and 

Cowling 2007）。
　なお、脅威（threat）と脆弱性（vulnerability）の概念と

図 3．“かけがえのなさ”を指標にした保全優先地域の特定。保護区ネットワークを検討する場合、緊急
に保全策を適用すべき地域や、事前的保全策を適用すべき地域を特定することが重要である。この図
は、かけがえのなさと脅威や脆弱性の概念を組み合わせたアプローチを示している（Brooks et al. 2006；
Pressey and Bottrill 2008）。脅威の軸上での場合分けについては本文の説明を参照。
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は別にして、生物多様性保全の社会経済的な効用（利益）
を保全優先地域の評価に組み込む視点もある（Arponen et 

al. 2005）。例えば、保全上の境遇は、生態系タイプや種
によって異なるのが一般的で、さらに、経済的な有用性
も異なる（Margules and Usher 1981）。したがって、生物
多様性の属性、あるいは、種の有用性を重みづけ（species 

weighting）し、それらの情報も組み込むことで、各管理
ユニットの保全優先度をより適切に評価できるだろう。

保全優先地域の特定と順位付けに関する概念

　システム化保全計画では、生物分布データを利用して
評価関数（保全目標）を定義し、社会経済的コスト（多
くの場合、土地面積）を考慮し、サイト選択アルゴリズ
ムで保全優先地域を特定する。この分析アルゴリズムは、
CARの原則を概念的な基盤にして発展してきた（図 2）。
　システム化保全計画における保全優先地域の特定は、
場所間の生物多様性パターンの相補性（complementarity）
に基づいている（Vane-Wright et al. 1991）。すなわち、保
護区ネットワークの総面積の効率性の観点から、個々の
保護区は、それぞれ異なる生物多様性の属性（例えば、
種組成や固有性）を補完的に捕捉すべきで、保護区ネッ
トワークとして全体の生物多様性をカバーする。相補性
は、暗示的には群集生態学の種多様性研究に起因する概
念である。ある地域のガンマ多様性は、各場所のアルフ
ァ多様性と場所間のベータ多様性に関係し、種プールレ
ベルの生物多様性を表す。したがって、ガンマ多様性を
保全目標に設定した場合、各場所の種組成（アルファ多
様性）や場所間の種の入れ替わり（ベータ多様性）が考
慮され、保全上の重要な地域が特定される（Smith and 

Theberge 1986）。
　一方で、個々の場所や地域の属性（種数や固有種数、
あるいは希少種数）を独立に評価して保全優先地域を特
定するアプローチもある（Ferrier and Wintle 2009）。例えば、
ホットスポット（Reid 1998）や KBA（Key Biodiversity 

Area）（Knight et al. 2007）である。この場合、保全上重要
と特定された複数の管理ユニット（保護区）の生物多様
性の特徴（種組成など）が類似することもあり、保護区
ネットワークとしては非効率になる（Moilanen et al. 

2009b）。これに対して、相補性の概念は群集集合パター
ンを考慮し、潜在的な生物多様性パターンを効率的に捕
捉できるので、近年のシステム化保全計画の重要概念に
なっている。
　相補性の概念が乱用されていることも指摘しておく。

例えば、特定のアルゴリズム（後述するMARXAN）を
用いた保全優先地域の分析を“相補性分析”と一括りに
呼称するのは、保全政策者や一般市民に誤解を与えるか
もしれない。ある地域のガンマ多様性を保全目標にして
保全優先地域を特定する場合、「最小の面積で全種を捕捉
する」といった最小被覆問題（minimum set problem）で
定式化されることが多い（Box 3参照）。この分析では、
それぞれの種の生息地をより少ないコスト（例えば面積）
で確保することが目標となる。したがって、種個体群を
持続的に保全するためのメタ個体群的な概念は考慮され
ない。最小被覆問題の分析で得られる最小面積の保護区
ネットワークは、メタ個体群保全の観点からすると、種
の絶滅リスクを最大化するオプションであることも認識
しておくべきである（Cabeza and Moilanen 2003）。よって、
相補性は、保全計画における包括性（潜在的な生物多様
性の保全）と効率性（保護区面積の制約）を満たすため
のアルゴリズムの特性と捉えるべきだろう（Wilson et al. 

2009；Kukkala and Moilanen 2013）。
　保全目標の効率的達成に関して、ある場所や地域の重
要度を表す指標的な概念として、かけがえのなさ（代替
不可能度、irreplaceability）がある（Pressey et al. 1993, 

1994）。かけがえのなさは、1）保全目標を達成する上で
の各管理ユニットの貢献度、2）あるサイトが失われた場
合の保全目標に与える影響度などで定義されることが多
い。したがって、かけがえのなさは、保全優先地域を特
定するアルゴリズムの文脈で議論されてきた（図 3）。
Ferrier et al.（2000）は、全ての種を捕捉するために最節
約な管理ユニットの組み合わせを考えている。つまり、
ある場所を除いたときに、その場所に分布している種が
含まれなくなるような場所の組み合わせの頻度に基づい
て、各場所の代替不可能度を計算する。よって、その場
所に固有な種が多いほど、そのサイトの代替不可能度は
高くなる。Tsuji and Tsubaki（2004）は、各地の種数と希
少種の分布に着目し、代替不可能度のアルゴリズムを提
案している。しかし、これら代替不可能度の指標は計算
負荷が大きく、大規模データでは計算するのが困難であ
る。よって、代替不可能度を場所や地域の生態学的固有
性で評価する試みもある。Le Saout et al.（2013）は、種
の分布域に基づいた固有度スコアを定義し、各場所に分
布している種の固有度スコアの総和によって代替不可能
度を定義した。この場合、ある管理ユニットの面積が種
の生息地面積に占める割合が大きいほど、その場所の代
替不可能度は高くなる。実際、IUCNはこの指標を用い
て世界自然遺産のかけがえのなさを評価している
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（Bertzky et al. 2013）。なお、Le Saout et al.（2013）は、か
けがえのなさ（代替不可能度）をギャップ分析において
使用している（Box 2も参照）。例えば、保護区になって
いない場所（未保護区）を追加保護区にした場合に、各
未保護区が保全目標の達成にどの程度貢献するのか、つ
まり、未保護区の代替不可能度を評価した。
　かけがえのなさ（代替不可能度）は、最適化分析で得
られた多数解で代用されることもある。例えば、頻繁に
利用されているソフトウエアMARXANは、最小被覆問
題を焼きなまし法（simulated annealing）で分析する（Box 

3参照）。この場合、全種をカバーする最小被覆サイトの
解は正確には求まらないので、試行の度に異なる準最適
解が選ばれる（Gaston et al. 2001；Fischer and Church 

2005；Moilanen 2008）。したがって、MARXANでは、最
小被覆サイトとして選択された頻度を指標にして、各場
所や地域のかけがえのなさを簡便的に仮定している。こ
れは本来的な、かけがえのなさの定義とは異なることに
注意すべきだろう（Carwardine et al. 2007）。

保全目標の設定

　システム化保全計画に基づいた政策立案や行動計画に
おいて、保全目標の設定（TBP: target-based planning）は
不可欠である（Possingham et al. 2006）。また、現状の保
護区ネットワークの実効性を評価したい場合、何らかの
保全目標を定義することで、現状の保全政策の充足性や
問題点が定量できる。例えば、ギャップ分析や保全優先
地域の特定では、生物多様性の代替指標を元に保全目標
を設定し、現状の保護区から漏れている種や生息地タイ
プを特定する、あるいは、最小限必要な保護区の空間配
置を分析する。
　しかし、保全優先地域の分析において、保全目標を先
験的かつ主観的に定義するアプローチには、問題点も指
摘されている（Soulé and Sanayan 1998；Moilanen and 

Arponen 2011）。例えば、1）保全目標に基づいた保全計
画は充足性が十分でなく、柔軟性がない、2）保全目標は
専門家の考えが優先される（保全政策の策定や利害関係
者の合意形成ための選択肢として提示される前に、保全
目標自体にバイアスがある）、3）保全目標は努力目標と
して認識される危険があり、そもそも達成されない可能
性がある、4）保全の必要性が認知されてない地域におい
て、保全目標が機能しない可能性がある（プロアクテイ
ブな保全計画が弱点になる）、5）説明責任の観点から保
全目標はわかりやすく単純である必要があり、そのため、

複雑な要因（気候変動、進化生態学的プロセス）や社会
経済的要因を十分に考慮できない、等である。実際、
Arponen et al.（2005）は、保全目標のレベルと保全によ
って得られる利益の関係性を最大被覆アルゴリズム（Box 

4参照）で分析し、保全計画の経済的制約（保護区に指
定できる土地面積の上限）によって、保全優先サイトの
空間パターンが異なることを示している。
　システム化保全計画が、意思決定を支援し保全政策を
推進するための科学である以上、保全目標を定義して分
析を行うことは妥当であり、以上のような批判に対して
反論もなされている（Carwardine et al. 2009）。しかし、科
学的な分析の過程では主観的な目標設定を避けて、生態
学的基準、例えば、種の絶滅リスクを最小化する、ある
いは生態系機能の保持などの基準で、保全計画の多様な
選択肢を提供すべきであろう。例えば、Tear et al.（2005）
は、保全の目標設定に関する 5つの原則を挙げている。1）
明確な目標であること、2）測定可能な目標であること、3）
科学的分析と実行可能性を分けること、4）科学的手法に
従うこと、5）目標が変化することも想定すること。
　これらの観点において、後述する Zonationによる保全
優先地域の順位付け（spatial prioritization）は有望である
（Moilanen 2007；Lehtomäki and Moilanen 2013）。

空間的な保全優先地域の順位付け

　Zonationは、保全優先地域を特定するための様々なア
ルゴリズムを実装したメタアルゴリズムである。この分
析では、社会経済的コストを考慮し、生物多様性損失が
最も少ない管理ユニットを逐次的に除いていく計算方法
を採用している。これにより、最大被覆問題および保全
利益の最大化問題（Box4）を分析できる（Moilanen 

2007）。
　最適化による保全優先地域の特定では、保全目標を満
たす管理ユニットの組み合わせがバイナリー値（0/1）と
して出力されることが多い。このため、全ての管理ユニ
ットの優先順位を詳細に定量できない弱点があった。一
方、Zonationアルゴリズムは、保全上の重要度を相対的
な連続値として得ることができ、保全計画を検討する上
での情報量が多い（図 4）。つまり、Zonationによる出力
結果を分析することで、適切な保全目標を事後的に検討
できる。なお、Zonationは保全目標ベースの分析オプシ
ョンも内包しているので、最小被覆問題の分析を並行し
て行うことも可能である。
　また、Zonationは、保全生態学や群集生態学の概念や
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理論を、ある程度、反映している点も興味深い。Core 

Area Zonation（CAZ）は、種の分布範囲の損失（特に地
理的希少種の分布域縮小）を最小化するように管理ユニ
ットを逐次的に除くアルゴリズムである（Box 5参照）。
Additive Benefit Function（ABF）は、面積当たりの種数の
消失に関係した保全利益（Box 4）の損失を最小化するよ
うに管理ユニットを逐次的に除くアルゴリズムである
（Box 5参照）。すなわち、CAZはメタ個体群の観点から
種の分布域（広域的な個体群サイズ）をなるべく大きく
保つこと、ABFは種数̶面積関係の観点から、種の絶滅
率をなるべく小さくし、保全利益を最大化する保護区配
置を想定している。なお、このほかにも、ユーザーのニ
ーズに応じて様々な利益関数が定義できる（Box 5）。
　Zonationを活用して TBPアプローチの問題点を、実デ
ータの分析に基づいて指摘した研究がある。Di Minin and 

Moilanen（2012）は、生物多様性ホットスポットとして
知られる南アフリカの種分布データ（253種）を、TBP、
CAZ、ABFで分析し、保全優先地域の空間パターンを比
較した。この分析の保全目標はガンマ多様性を保全する

ことである。彼らは、CAZや ABFに比べて、TBPでは
保全優先地域による各種の分布域を捕捉する割合が小さ
くなることを示している。なお、この要因として、彼ら
は種分布の空間的な入れ子構造（nestedness）の影響を示
唆している。
　いずれにせよ、最適化による保全優先地域の分析それ
自体が、保全目標を先験的かつ主観的に定義する必要が
ある点は、注意すべき性質である。さらに出力される解（例
えば最少の管理ユニットの組み合わせ）が、実際に扱う
データによっては保全の実効力を低める提案になるリス
クも認識しておくべきだろう。Di Minin and Moilanen

（2012）の結果は、Zonationアルゴリズムを用いて TBP

アプローチの問題点を明示していると同時に、保全優先
地域を順位付けする際にメタ個体群や種数̶面積関係の
概念を組込むことで、より適切な保全計画を提案できる
ことを示唆している。

図 4．Zonationによる保全優先地域の順位付け。この分析手法の詳細は、本文とBox5を参照。黒色のメッシュ（1 x 1 km）が、
保全優先度の高い地域。（a）は社会経済的コストを考慮しない場合、（b）は社会経済的コストを考慮した場合の保全
優先地域。社会経済的コストによって保全優先地域の空間パターンは大きく異なり、都市部などのメッシュが白色に
なっている。なお、この分析では、1 x 1 kmメッシュの Human Influence Index（HII）が社会経済コストと定義され、
これにより、社会経済活動が活発に行われているメッシュほど保全優先度が低く見積もられる。なお、HIIはサイト
の人口や農地面積などの人為活動に関わる統計値を基に指標化されている（Sanderson et al. 2003）。
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今後の課題

　システム化保全計画が提唱されて既に 30年以上が経過
し、その過程で、基本的な概念や手順が構築されてきた
（Pressey and Bottrill 2008；Watson et al. 2009）。しかし、保
全優先地域の特定や順位付けの分析において、生物多様
性のマクロ生態学的パターンを静的なものと仮定してい
る点は、大きな問題だろう。ガンマ多様性、アルファ多
様性、ベータ多様性などの生物多様性パターンはプロセ
スの帰結で、本質的に動的である。したがって、保全計
画における CARの原則（充足性、包括性、代表性）を考
える場合、生物多様性パターンを生み出す“プロセスの
捕捉”が決定的に重要である。保護区ネットワーク内に、
潜在的な進化生態学的プロセスを保持することで、生物
多様性の永続性的な保全が可能になる。Newmark（1987）
は北米の国立公園における哺乳類の地域的な絶滅パター
ンを分析した。その結果、限定的な地域を国立公園とし
て保護区に指定しても、周辺地域の種プール（母集団）
が劣化すれば、保護区内の隔離集団では移入率と絶滅率
の動的平衡が保持されず、保護区内の種多様性が時間と
ともに劣化することを明らかにした。これは、SLOSS論
争における、島の生物多様性の平衡減衰として知られて
いる（Brown 1971；Diamond 1972）。Newmark（1987）が
示した衝撃的な結果は、静的な生物多様性パターンを仮
定したシステム化保全計画でも起こりうる。つまり、プ
ロセスベースの保全計画は、SLOSS論争以来の未解決な
課題である。
　序論でも述べたように、システム化保全計画は意思決
定を支援する科学であり、そのため、社会経済的情報を
取り込む方向で発展している。一方で、システム化保全
計画は生物多様性の保全が第一目的なのだから、社会経
済的コストを考慮することによって保全が二次的目的に
なっては本末転倒である。例えば、進化生態学的に最重
要な地域が、社会経済コストの制約によって、保全優先
地域として選択されないことも、原理的あるいはデータ
的にはありうる。実際、保全優先地域の特定や順位付け
の分析では、生物多様性の空間パターンよりも、社会経
済的コストの空間パターンが、優先度スコアを決定づけ
る（Arponen et al. 2010）。したがって、システム化保全計
画では、生物多様性の空間情報よりも、社会経済的コス
トデータを充実することが要求されている（Moilanen私
信）。しかし、基礎生態学に軸足を置いた研究者には、社
会経済コストに関わる制約条件の元で保全優先地域を特
定するアプローチは、懐疑的に見えるかもしれない。実際、

種の分布や場所の特異性に立脚した KBAアプローチ
（Knight et al. 2007）の保全優先地域特定の提案は根強く
（Jenkins et al. 2015；Jenkins and Van Houtan 2016）、社会経
済コストに焦点を当てたシステム化保全計画の研究者と
の間で論争が生じている（Bode et al. 2008；Brown et al. 

2015）。
　筆者らも、システム化保全計画を基礎生態学の範疇で発
展させる余地は、未だ十分に残されていると考えている。
人間社会が行う生物多様性の保全は、本質的に主観的であ
る。しかし、保全計画や保全政策の意思決定を支援する過
程において、基礎科学の知見に基づいた客観的情報や、様々
な条件を想定した多様な提案は不可欠である。
　マクロ生態学的パターンには数多くの法則があるが
（Gaston and Blackburn 2000）、これらを保全優先地域の特
定や順位付けの分析に反映した研究は十分でない。さら
に、このようなパターンの背後にある種分化、移入（分散）、
絶滅、種のソーティングなどの諸プロセスを、保護区ネ
ットワーク内部で捕捉する保全計画を詳細に検討すべき
だろう（Nicholson et al. 2006；Klein et al. 2009）。このよ
うなプロセスベースの研究アプローチは、マクロ生態学
とシステム化保全計画を調和させ、状況に応じた柔軟性
のある保全計画の立案に貢献するはずだ。例えば、生物
多様性の動的特性を考慮していない保全計画は、将来的
な環境変化に対して脆弱かもしれない。気候変動に対し
て生物多様性パターンは変化するだろう。その場合、保
全計画には適応力が要求される。生物多様性のホットス
ポットは“動く的”であり（Fuller et al. 2009）、それを保
護区ネットワークで捕捉するには、種分布や種多様性分
布の時系列データを蓄積することが重要である。あるい
は、古生物情報などを活用して過去を遡る分析（遡及的
分析）で、環境変動に適応した保全計画を検証すること
も有効である（Williams et al. 2013）。保全政策の適応可能
性を強化するため、生物多様性のプロセスに関するデー
タやそれを活用した新規的な分析手法の開発が、今後の
課題である。

日本におけるシステム化保全計画の展開

　COP10で設定された愛知ターゲットでは、生物多様性
保全の実効力を強化するための戦略計画を掲げている。
愛知目標に基づいた国家戦略が策定され、地方自治体レ
ベルの地域戦略の策定も行われている。Kusumoto et 

al.（2017）は、日本の各都道府県の地域戦略を分析し、
その特徴を一覧化している。彼らによると地域戦略の多
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くが、「保護区の新規設置または見直し」を掲げ、効果的
な保全計画のためには「生物多様性情報の収集」が課題
であることを明示しており（図 5）、科学的根拠に基づい
た保護区配置策を見通せないことも示唆されている。保
全計画の実効性は、保護区が潜在的な生物多様性をどの
程度捕捉できているか、そして、保護区が脅威（例えば
人為インパクト）をどの程度抑制しているか、これら二
つの組み合わせで決定される。保護区ネットワークの実
効力を強化し、愛知目標をはじめとする様々な保全目標
を達成する上で、システム化保全計画は不可欠な枠組み
である。自然保護問題では、経済開発と自然保全の 2者
択一を巡って、生態学者を含めて、立場の異なる人たち
が平行線をたどる論争を繰り返してきたが、システム化
保全計画は“価値観の論争”を科学的に解決する手立て
を提供するだろう。
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Box1　システム化保全計画の用語解説
Systematic conservation planning（システム化保全計画）
　Systematic conservation planningは順序立てて、保全計
画を評価、立案し、保全政策の意思決定を支援する枠組
み（Margules and Pressey 2000；Margules and Sarkar 

2007；Kukkala and Moilanen 2013）。訳語として、系統的
保全計画、包括的保全計画などがあるかもしれない。し
かし、systematic conservation planningは生物の系統情報
（phylogeny）を活用するので、系統的保全計画という邦
訳は混乱を招く。また、包括的（inclusive）という邦訳
も適切でないだろう。カタカナ日本語は、直感的に
わかりにくい面もあるが、先入観を与えない利点が
ある。したがって、本論ではシステム化保全計画と
訳した。

KBA（Key Biodiversity Area：生物多様性保全の鍵とな
る地域）
　社会経済的制約とは独立して、生物多様性情報（種数
や固有種数、あるいは希少種数）で保全優先地域を特定
する保全アプローチ（Knight et al. 2007）。システム化保
全計画では、生物多様性保全と社会経済的コストのトレ
ードオフ関係に焦点を当てるので、KBAアプローチの

研究者との論争がある（Jenkins et al. 2015；Brown et al. 

2015）。

Protected area/ protected areas network（自然保護区、保護
区ネットワーク）
　本論では、自然景観の構成要素（生態系、地形、地質
など）やサービス（水源涵養機能、観賞価値など）の保
持を主な目的として、人為的な開発行為が法的に規制さ
れた地域と定義した。その他の邦訳として、自然保全区
がある（赤坂・森 2012）。日本の環境行政では、自然環
境保全地域といった用語で、保護よりも保全が用いられ
ている。一方、用語頻度では、“自然保全区”よりも“自
然保護区”が一般的である。したがって、本論では、
protected areaは保護区と邦訳し、一方、非保護区で今後
保護区にする地域も含めた、priority areaは“保全”優
先地域と邦訳した。

Comprehensiveness（包括性）
　保護区ネットワークで保全されるべき多面的な生物多
様性パターン、およびその維持に関わる生物的・非生物
的要因をまとめた概念。例えば、種組成・系統学的多様
性・機能的多様性・構造的特徴、種の生息地や群集集合
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プロセス（ニッチなど）。包括性の概念は、なるべく多
くの種数を保全するという単純化された概念としても用
いられる。

Adequacy（充足性）
　保護区ネットワークで保全される生態系・種個体群・
群集の生存可能性や完全性の度合い。充足性の概念は、
保全目標の設定や目標達成度を定量するための指標にな
る。充足性は、包括性に包含される概念。

Representativeness（代表性）
　保全目標を達成する上で定義される概念。生物多様性
のあらゆる側面（固有性や包括性）を含む。包括性の概
念と類似しているが、それとは明確に区別され、保護区
ネットワークの評価に関する概念である。

Complementarity（相補性）
　個々の保護区が補完的に生物多様性の属性を保全する
様で、包括的かつ効率的な保全優先地域ネットワークが
持つ性質。保護区ネットワークとして、地域全体の生物
多様性パターンを効率的に捕捉する。相補性は、保護区
設定の社会経済的な効率性の観点から強調される。

Surrogate（生物多様性サロゲート、代替指標）
　ある地域の生物多様性を代替的に表す指標。生態系の
基盤分類群、分布情報が豊富な生物分類群、保全上重要
な分類群（絶滅危惧種や象徴種など）が、一般的に用い
られる。なお、生物種の分布情報が十分でない場合、生
物分布を規定する地形等の環境要因、生息地タイプ、植
生タイプなどをサロゲートにする場合もある（Rodrigues 

and Brooks 2007）。

Conservation target（保全目標）
　保全政策や行動計画において設定される、保全計画の
目標。あるいは、現状の保全計画の実効性や問題点を評
価する場合にも定義される。保全目標は、先験的あるい
は主観的に設定されることが多く、議論になることが少
なくない（Moilanen and Arponen 2011）。

Minimum set problem（最小被覆問題）
　生物多様性の保全目標を、最低限の社会経済的コスト
（面積など）で達成可能なサイトの組み合わせを探索す
る問題。例えば、どのサイトを選べば、ある地域のガン

マ多様性（全種）を最小面積で保全可能か、といった問
題である。この問題を扱う代表的なソフトウェアである
MARXANでは、確率的シミュレーションによって近似
的な最適解を求める（Box 3）。このほか、問題の規模が
比較的小さい場合には、最適化ソルバーを使って厳密な
最適解を求めることができる。

Irreplaceability（かけがえのなさ、置換不能性、非代替性、
代替不可能度）
　保全優先地域を定義する指標の一つ。かけがえのなさ
は、保全目標を達成する上での各管理ユニットの貢献度、
ある場所が失われた場合の保全目標に与える影響度など
で定義されることが多い。Irreplaceabilityは様々な訳語
が提案されているが、生態学の教科書「生態学─個体か
ら生態系へ（Begon et al. 2006：堀 道雄 監訳 2013）」には、
かけがえなさの訳語が用いられている。これは直感的に
理解しやすい訳語と考え、本総説では irreplaceabilityを
かけがえなさと訳した。

Spatial conservation prioritization（空間的な保全優先地域
の順位付け）
　空間的な生物多様性情報や社会経済的情報に基づい
て、保全上の重要地域（priority area）を特定、あるいは
順位付けする分析法。Spatial conservation prioritizationに
は主に 2つの考え方（最適化による最小被覆問題と最大
被覆問題のアプローチ）があり、それらに対応したソフ
トウエア（MARXANや Zonation）がある。

Zonation

　空間的な保全優先地域の順位付けを行うメタアルゴリ
ズムの名称（Moilanen 2007）、および、それを実行する
ソフトウエアの名称（Lehtomäki and Moilanen 2013）。あ
る社会経済的コスト（例えば保護区面積）の制約の元で、
保全利益を最大化するサイトを探索する。保全生態学や
群集生態学の概念や理論を反映し、様々な保全利益の関
数が実装されている。Core Area Zonation（CAZ）は、メ
タ個体群の観点から種の分布域をなるべく広く保つこ
と、Additive Benefit Function（ABF）は種数̶面積関係
の観点から、種の絶滅率をなるべく小さくし、保全利益
を最大化することを想定している。
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Box2　ギャップ分析
　ギャップ分析とは、現状の保護区ネットワークの代表
性を評価するシステム化保全計画における第一段階の分
析である。保護区ネットワーク内で、潜在的な生物多様
性のパターンやその形成プロセスが、カバーできるか否
かを分析する。実際には、生物多様性のサロゲート（何
らかの分類群や生息地タイプを代替指標）にして、現状
の保護区ネットワークから漏れている種や生息地タイプ
をギャップ種やギャップ生息地タイプと見なして評価す
る。例えば、保護区による種分布域の被覆を、より定量
的に評価するために目標被覆率を設定する手法も提案さ
れている（Rodrigues et al. 2004a, b）（Fig I）。保護区によ
る種の分布域の被覆率が 0％を完全ギャップ種と定義
し、保護区による種の分布域の被覆率が目標に達しない
種を部分ギャップ種と定義する。なお、この定義におけ
る完全ギャップ種や部分ギャップ種の閾値に生態学的な
根拠があるわけではない。
　生物多様性の代替指標（サロゲート；Box 1参照）には、
植物や脊椎動物が多いことがわかる。つまり、生態系の
基礎種やアンブレラ種を含む分類群に焦点を当てて、生
物多様性を代理的に評価する意図がある。また、ギャッ
プ分析では、種の網羅性も重要で、これらの研究では、
サロゲート分類群における十分な種数を分析に取り込ん
でいる。また、ギャップ分析に用いられる種のデータは、

3種類がある。1）各分類群の専門家によって提供され
た種の分布域の地図、2）標本や観察記録に基づいた種
の分布ポイントデータ、3）種の分布ポイントデータを
分布モデルで分析して得られた分布予測地図。これらの
データには、それぞれに特有なバイアスがある。1番目
の種の分布域地図には、本当は分布していないのだが、
分布していることになっているコミッションエラー
（commission error）、2番目の種の分布ポイントデータに

Box 2 Fig. I. 種の分布面積に基づいたギャップ種の定義。

Box 2 Table I．保全関連の国際的専門誌に掲載されたギャップ分析の研究の事例。

ギャップ分析の事例 分析の地域
生物多様性
の代替指標

分布データのタイプ 分析種数 種の網羅度

Araújo et al.（2007） イベリア半島
双子葉植物、単子葉植物、
シダ、裸子植物、鳥類、
哺乳類、両生類、爬虫類

観察によって得られた分
布域地図

3007
イベリア半島に分布する
植物種の 37％、脊椎動物
の 100％を分析。

Maiorano et al.（2006） イタリア 脊椎動物
分布モデルで予測された
地図

462
イタリアに分布する脊椎
動物の 92％を分析。

Williams et al.（1996） イギリス 鳥類（留鳥）
観察によって得られた分
布域地図

218

Lamoreux and 
Lacher Jr（2010）

南半球温帯 哺乳類
観察によって得られた分
布域地図

284

Bombi et al.（2011） アフリカ大陸 淡水性カメ
分布モデルで予測された
分布域地図

21

Tognelli et al.（2008） チリ
脊椎動物（魚類、両生類、
爬虫類、鳥類、哺乳類）

観察によって得られた分
布域地図

653

Devictor et al.（2010） フランス
鳥類（留鳥で少なくとも
2か所以上で確認されて
いる種）

観察によって得られた分
布域地図

229

Nóbrega and De Marco Jr
（2011）

ブラジル・セ
ラード

トンボ
分布モデルで予測された
分布域地図

52
セラードに分布するトン
ボの 10％弱を分析。

Catullo et al.（2008） 東南アジア 哺乳類
分布モデルで予測された
分布域地図

1077
東南アジアに分布する哺
乳類全種を分析。
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は、本当は分布しているのに、分布してないことになっ
ている、オミッションエラー（omission error）が、それ
ぞれ含まれている。3番目の分布予測地図は、コミッシ
ョン /オミッションエラーをほどよく緩和しているとい
うことで（Rondinini et al. 2006）、最近のギャップ分析で
はよく利用されるデータである。しかし、これら 3つの
データのバイアスは、地域や分類群によって全く異なる

ので、注意が必要である。どのデータを使うのが最善と
いうコンセンサスはない。したがって、種の分布ポイン
トデータを用いたギャップ研究では、オミッションエラ
ーが結果に与える影響が議論され、あるいは、分布域地
図や予測分布域地図を用いた研究の場合には、コミッシ
ョンエラーの影響が注意深く言及されている。

Box3　最小被覆問題による保全優先地域の特定
　最小被覆問題では、ある地域の生物多様性を最低限の
コストで保全できるようにサイトを選択する。なお、コ
ストは、サイトの面積や社会経済的情報で評価される。
例えば、ガンマ多様性（全種）の保全が目標の場合、全
ての種を最低 1回は保全するようなサイトの組み合わせ
を求めることになる。最小コストを達成するサイトの組
み合わせを求める式（目的関数）は、以下のように表さ
れる。

ここで、xiはあるサイト i（1, 2, …, Ns）を選択するか否
か（1/0）、Ciはサイト iの社会経済的コストである。
　種ごとの保全目標（Tj）は任意に定義でき、この目標
を満たす最適解を求めるには、ある種（j）がそのサイ
ト（i）に分布するか否か（ri,j ＝ 1/0）に基づいて、以下
のような制約条件を設定する（∀jは、“全ての jについて”
の意味）。

この制約条件をみたし、コストが最小となるサイトの組
み合わせ（minimum set）を求める。なお、最小被覆問
題によるサイト選択とは、あくまで数理的な意味での最
適解で、この計算過程に進化生態学的なプロセスは考慮
されていない。例えば、種のメタ個体群構造の保持など
は含まれていない。また、最小被覆問題による保全優先
地域の特定は、ターゲットとなる分類群の種数や局在分
布する固有種の割合に影響されるため、最少セットに基
づいた保全計画は不十分なことも指摘されている
（Rodrigues and Gaston 2001）。
　最小被覆問題を解くために、システム化保全計画法

（Box 1）の分野ではMARXAN（Ball et al. 2009）が広く
使われている。MARXANでは最小被覆問題の解を、確
率的探索法によって近似的に求める。MARXANはいく
つかの探索法を実装しているが、焼きなまし法（simulated 

annealing）が最も一般的である。焼きなまし法は、ラン
ダムに発生させた初期解に対して、確率的な更新を繰り
返し加えて大域的な最適解を探す。この時、局所的な極
小値に探索がトラップされるのを防ぐために、一定確率
で悪い解（目的関数の最小化に寄与しない）を採用する
のが特徴である。シミュレーションに依存した探索方法
のため、試行の度に異なる解が得られる（解析を繰り返
すことで、複数の次善解を得ることができる）。焼きな
まし法を用いる最大のメリットは、大規模データでも比
較的少ない計算時間で解を得られることである。求めた
近似解は、問題の規模に対して比較的頑健であることが
知られている。このほかのメリットとして、目的関数を
柔軟に拡張できるという点が挙げられる。例えば、
MARXANには、保護区の断片化によるエッジ効果を最
小化するために、断片化を罰則として目的関数に組み込
む（BLM: boundary length modifier）オプションがある
（McDonnell et al. 2002；Stewart and Possingham 2005）。

以上の式の、liはサイトの周囲長である。なお、選択し
たサイトが隣接していた場合、サイト間で共有する境界
はエッジにはならない。よって、サイト iと kが共有す
る境界長 bi,kは、選択されたサイトの周囲長から引き算
される。一方、焼きなまし法では、大域的最適性は保証
されていない。つまり、得られた解が本当に最適かどう
かは評価できないというデメリットがある。MARXAN

の使用法の詳細は、角谷ほか（2014）、松葉ほか（2015）
の総説や解説記事を参照。
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Box4　最大被覆問題による保全サイトの特定
　最大被覆問題によるサイト選択では、保護区ネットワ
ークの設定にコストの上限（B）を設定する。下式のよ
うに、ある種が分布するサイトを保護区として選択する
コストの総和は、コストの上限（B）より小さくなけれ
ばならない。

この条件を満たす範囲で、以下の目的関数（サイトの組
み合わせを求める式）のように、保全の効用（例えば、
保全する種数）を最大化するようにサイト選択する。

ある地域の生物多様性、例えば、ガンマ多様性（全種）
を保全する場合、種ごとの保全目標 Tjは 1以上になる（最
低 1か所は保護する必要がある）。ここで、Ijは指示関
数で、条件（  xiri,j ≥ Tj）が満たされる場合は 1、そ
れ以外は 0をとる。xiはあるサイト i（1, 2, …, Ns）を選
択するか否か（1/0）、ri, jはサイト iに種 jが分布するか
否か（1/0）を表す。
　これにより、与えられたコスト上限の下で、保全目標
（保全される種数 Tj ≥ 1）を最大限達成できるようなサイ
トの組み合わせが特定される。最大被覆問題によるサイ
ト選択は、経済的制約があり、かつ、土地の制約もある
ことを想定している。よって、最大被覆問題は最小被覆
問題を包含している（最小被覆問題は、全ての目標値を
満たすために最低限必要なコスト上限の下での最大被覆
問題とみなせる）。
　また、最大被覆問題の強みは、保全計画（保護区配置）
の実効力強化を明示的に分析できる点にある。最大被覆
問題は、ある土地面積や社会経済的コストの制約下での
保全利益の最大化、すなわち効用最大化問題として一般
化できる。例えば、Arponen et al.（2005）は、保全計画
の利益（V）は保護区ネットワーク（x）で捕捉される
種数（Rj(x)=  xiri,j）と相関することを仮定し、それ
を（後述する）幾つかのタイプの増加関数（fj[Rj(x)]）で
定義した。種の保全価値は、種の重みづけ wjで対処し、
効用最大化問題は以下のように定式化される（Moilanen 

et al. 2009b）。なお、サイト iを保護区として選択するコ
ストの総和は、コストの上限（B）より小さくなければ
ならない。

ただし

保護区で捕捉される種数と保全上の利益の関係は、様々
な利益関数が想定される（Fig. II）。例えば、保護区で種
jが捕捉されるか否かを問題にすると（最小被覆問題と
同義の場合）、保全利益はステップ関数を仮定すること
になる（Fig. IIの灰色線）。一方、種の存続可能個体群
サイズを保全利益と考えると（つまり、種個体群を永続
的に保全することを利益と考えた場合）、ある種の分布
域をある程度捕捉したら、保全利益はやがて頭打ちにな
るだろう。この場合、Vjと Rjの関係は、べき関数とし
て定義できるだろう（Fig. IIの破線）。一方、種の存続
可能個体群サイズに明確な閾値がある場合（ある個体群
サイズを下回ったら、絶滅リスクが跳ね上がる種の場
合）、Vjと Rjの関係は、シグモイド関数として定義すべ
きだろう（Fig. IIの実線）。あるいは、種の経済的有用
性の観点（例えば、林業や漁業などで収穫される種）の
持続的利用可能性を保全利益と考えると、種の分布域を
十分に捕捉する必要があるだろう。この場合も、Vjと
Rjの関係は、シグモイド関数として定義できる。
Arponen et al.（2005）は、保護区による生物多様性の代
表性のレベルを保全利益に置き換えて保全優先地域を特

Box 4 Fig. II. 保全の利益関数のパターン。
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定する場合には、効用最大化が有力なアプローチになる
ことを示している。また、どのような価値基準で種を重
みづけするか、あるいは、利益関数の仮定によって保全

優先地域は異なることを示しており、保全計画の主観性
の問題にも示唆を与えている。

Box 5　Zonationによる保全優先地域の特定
　Zonation（Box 1 参照）は、生物多様性の空間分布情
報（例えば、種の分布域地図）を使って、各サイトの保
全上の優先順位を計算する。始めに、全サイトを保護す
るという仮定を置き、あるサイト iを保護区から除いた
場合の生物多様性の損失 δ iを計算する。損失の最も小
さいサイトを逐次的に除去していくことで、景観全体の
優先順位付けが行われる。ここで、損失 δ iは除去規則
（removal rule）に従って評価され、リムーバルカーブと
して描画される（Fig. IIIの曲線）。代表的な除去規則は、
Core Area Zonation（CAZ）と Additive Benefit Function

（ABF）である。
　CAZでは、残存サイトの中でのサイト iにおける種 j
の分布面積の相対的割合（qi,j）を考える。特定のサイト
に分布する局在種（地理的希少種）ほど、つまりサイト
iに地理的希少種が分布するほど、qi,jは大きな値をとる。
wjは種 jの保全上の危急性で、ciはサイト iの社会経済
的コストである。

ABFは、あるサイト iを逐次的に除去していく場合の単
位面積あたりの生物多様性の損失（∑ j∆Vj）を考える（Fig. 

IIIb）。

サイト iを残した場合（Vj(qj)）とサイト iを除去した場
合（Vj(qj-i)）の差分の総和を、多様性の損失（∑ j [Vj(qj)-

Vj(qj-i)]）として計算する。ここで、qjは残存サイトに含
まれる種 jの分布割合を示す。ABFは、種数―面積関係
を暗示的に考慮している。
　これらのアルゴリズムは思想的には、保全目標ベース
の最小被覆問題のアルゴリズムや最大被覆問題による保
全の効用最大化アルゴリズムを組み込んでいる。

Box 5 Fig. III. Zonationのリムーバルカーブ（a）と Additive benefit function（b）。


